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避難勧告等に関するガイドラインの改定
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宮城県災害時広域受援計画の策定



１ 修正の経緯 －県地域防災計画修正の流れ－

県地域防災計画

県の組織を含む
防災関係機関 修

正
案
作
成

修正事項有無の報告

地域防災計画の修正素案作成
地域防災計画修正案確認依頼

修正素案の内容確認

防災会議幹事会

R2.1 県地域防災計画（地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編）更新
国（消防庁）への報告，各防災関係機関への配布，県ホームページにおいて公開

意
見

R1.12

R2.1.16

R2.1.30

県事務局

防災会議

意
見
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２ 主な修正点について

（１）地震災害対策編，津波災害対策編，風水害等災害対策編共通の修正

＜防災基本計画の修正の反映＞

ロ 宮城県災害時広域受援計画の策定を踏まえた修正

イ 最近の災害対応の教訓を踏まえた修正

＜地域防災計画独自の修正＞

○平成30年７月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難対策に関する修正
「自らの命は自らが守る」意識の徹底,防災と福祉の連携等を記載。
（新旧対照表：地震編 Ｐ１，３，６，津波編 Ｐ１，２，６，風水害編 Ｐ１，３，６）

3

令和元年５月に策定した宮城県災害時広域受援計画を踏まえ，県の応援受入れ体制の整備，
国や他都道府県に対する応援要請等について修正
（新旧対照表：地震編 Ｐ４，５，７，８，津波編 Ｐ４，５，７，８，風水害編 Ｐ５，６，30，31）

○住民が主体となった地域の避難に関する取組強化
防災リーダー育成等における，水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用について
記載。
（新旧対照表：地震編 Ｐ３ ，津波編 Ｐ２，風水害編 Ｐ４）

ハ 救助実施市の指定

平成３１年４月に,仙台市が救助実施市に指定されたことに伴い,県,市町村における救助の種類
等を整理。
（新旧対照表：地震編 Ｐ９，津波編 Ｐ９，風水害編 Ｐ31，32）



２ 主な修正点について

（２）風水害等災害対策編

＜防災基本計画の修正の反映＞

○警戒レベルを用いた避難勧告等の発令
市町村が避難勧告等を発令する場合に，５段階の警戒レベルを用いて提供する旨の記載及び
警戒レベルに対応し居住者がとるべき避難行動を記載。
（新旧対照表：風水害編 Ｐ７，８）

○警戒レベル相当情報
避難勧告等の発令基準に活用する防災気象情報について，住民の主体的な行動を促すため，
５段階の警戒レベル相当情報として,発表する旨を記載。
（新旧対照表：風水害編 Ｐ13）
避難勧告等の発令基準に活用する防災気象情報等について，相当する警戒レベルを記載。
（新旧対照表：風水害編 Ｐ13～16，24，25）

イ 避難勧告等に関するガイドラインの改定
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